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れている先行研究には，Oates and Schwab（1988），Kunce and Shogren
（2005）等がある。Oates and Schwab（1988）では，地域間資本移動を想
定して環境政策の分権的決定について分析している。資本課税の分権的政策
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p，高い水準である確率を1－pという信念をもつとする。yi は地域 i の汚
染物質排出量を表し，Ei は地域 i の環境保全投資の水準を表す。λはスピル
オーバー効果の水準を表し，正のスピルオーバー効果が及ぶとする（0λ























る。そして，地域 i の民間企業の私的財生産量も yi と表し，生産関数を次の
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・自地域企業の株式保有の割合 s が十分小さいときは，越境汚染の程度 λに
関わらず，集権下での政策決定が望ましい。
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